辞表
※重要なお願い:
※本テンプレートは公務員(国家公務員・地方公務員)向けの「辞表」と、会社役員(取締役・監査役・執行役等)向けの「辞表(辞任届)」の2類型に対応した汎用設計です。状況に応じて該当様式を選択してください。
※一般従業員(雇用契約)の方は、本テンプレートではなく「退職届」又は「退職願」のテンプレートをご利用ください(関連記事を参照)。
※辞表提出後の手続き(役員退任登記:辞任日から2週間以内・会社法第915条、公務員退職金・共済組合手続き等)も別紙のガイドを参照して計画的に進めてください。

様式1:辞表(公務員向け)
公務員(国家公務員・地方公務員)が任命権者に辞職を願い出る場合の辞表テンプレートです。

辞 表
[YYYY年MM月DD日(提出日)]
[任命権者名(例:○○大臣、○○知事、○○市長等)] 殿
[所属(例:○○省○○局○○課、○○県○○部○○課等)] [職名(例:係長、課長補佐、技官等)] [氏名] 印
このたび、一身上の都合により、[YYYY年MM月DD日(希望辞職日)]をもちまして辞職いたしたく、ここに辞表を提出いたします。
何卒よろしくお願い申し上げます。
以 上

(記入時の留意点)
· タイトル:「辞表」と中央配置
· 提出日:辞表を提出する日付
· 宛先:任命権者の正式名称(役職名)+「殿」
· 所属・職名:現在の正式な所属・職名
· 氏名:自署(手書き)+押印(認印又は実印)
· 本文:「一身上の都合」が標準的な辞職事由表記。詳細な理由は記載しない。
· 辞職希望日:組織の規程に従った妥当な日付(通常は提出日から1〜2か月後)

様式2:辞表(会社役員向け・取締役の場合)
会社役員(取締役・監査役・執行役等)が辞任する場合の辞表(辞任届)テンプレートです。

辞 任 届
[YYYY年MM月DD日(提出日)]
[株式会社○○] 代表取締役 [氏名] 殿
取締役 [氏名] 印
私は、[YYYY年MM月DD日(辞任希望日)]をもって、貴社の取締役を辞任いたしたく、本書面をもってお届けいたします。
長らくにわたり、お世話になりましたことを心より感謝申し上げます。
ご了承いただきますよう、お願い申し上げます。
以 上

(記入時の留意点)
· タイトル:「辞任届」(「辞表」でも可)と中央配置
· 提出日:辞任届を提出する日付
· 宛先:代表取締役(会社名+「代表取締役 ○○ 殿」)
· 役職・氏名:現在の役職(取締役・監査役・執行役等)+氏名
· 押印:認印又は実印(役員退任登記用は実印推奨)
· 本文:辞任の意思+辞任希望日を簡潔に
· 退任登記:辞任日から2週間以内に法務局への変更登記申請が必要(会社法第915条)

様式3:辞表(会社役員向け・監査役の場合)
監査役が辞任する場合の辞表(辞任届)テンプレートです。

辞 任 届
[YYYY年MM月DD日(提出日)]
[株式会社○○] 代表取締役 [氏名] 殿
監査役 [氏名] 印
私は、[YYYY年MM月DD日(辞任希望日)]をもって、貴社の監査役を辞任いたしたく、本書面をもってお届けいたします。
これまでのご厚情に心より感謝申し上げます。
ご了承いただきますよう、お願い申し上げます。
以 上

(監査役辞任の特別な留意点)
監査役の辞任は、会社の監査体制に影響を与えるため、以下に留意してください。
1. 会社法上の監査役定数の維持:法定の監査役数を下回らないよう、後任の確保が必要
1. 株主総会での選任手続き:後任監査役の選任は株主総会決議
1. 辞任直後の株主総会への意見陳述権:監査役は辞任後最初の株主総会で辞任の理由を述べることができる(会社法第345条第2項)

様式4:辞表(執行役向け)
指名委員会等設置会社の執行役が辞任する場合の辞表(辞任届)テンプレートです。

辞 任 届
[YYYY年MM月DD日(提出日)]
[株式会社○○] 代表執行役 [氏名] 殿 (又は 取締役会会長 [氏名] 殿)
執行役 [氏名] 印
私は、[YYYY年MM月DD日(辞任希望日)]をもって、貴社の執行役を辞任いたしたく、本書面をもってお届けいたします。
長らくにわたり、お世話になりましたことを心より感謝申し上げます。
以 上

様式5:辞表(国家公務員向け・退職届を兼ねる場合)
国家公務員が退職する際の辞表テンプレート(任命権者宛て+退職届を兼ねるバージョン)。

退 職 辞 令 願(辞表)
[YYYY年MM月DD日]
[任命権者名] 殿
[所属省庁・部局・課・係] [職名] [氏名] 印 本籍:[本籍地] 生年月日:[YYYY年MM月DD日]
このたび、一身上の都合により、下記のとおり退職いたしたく、ここにお願い申し上げます。
	項目
	内容

	退職希望日
	[YYYY年MM月DD日]

	退職理由
	一身上の都合

	採用日
	[YYYY年MM月DD日]

	現職就任日
	[YYYY年MM月DD日]


以 上

別紙1:辞表提出後の手続きガイド(公務員向け)
公務員が辞表を提出した後の主な手続きを整理しています。

1. 任命権者による辞職承認
公務員の退職は、任命権者の承認をもって正式に成立します(国家公務員法・地方公務員法に基づく)。承認までは退職が成立しないため、辞表提出後も業務継続が原則です。

2. 退職金の請求
· 国家公務員:国家公務員退職手当法に基づく退職手当
· 地方公務員:各自治体の退職手当条例
· 申請手続き:組織の人事担当部署に確認

3. 共済組合・年金関連の手続き
· 共済組合脱退
· 年金関連手続き
· 健康保険の切替え(国民健康保険又は次の勤務先の健康保険)

4. 退職金支給日までの留意点
退職金の支給は退職後1〜2か月程度で行われるのが一般的です。支給時期は組織の規程を確認してください。

5. 守秘義務の継続
公務員は退職後も国家公務員法第100条(地方公務員法第34条)に基づく守秘義務が継続します。在職中に知り得た秘密の漏洩は刑事罰の対象となるため、十分注意してください。

6. 再就職規制の確認
国家公務員等は、退職後の再就職について以下のような規制があります。
· 国家公務員等の任用に関する規制(国家公務員倫理法等)
· 離職前5年間の職務・所属部局と密接な関係のある営利企業への就職規制
· 届出・承認手続き
再就職を検討している場合は、人事担当部署・規制を所管する部署に必ず事前確認してください。

7. 退職証明書・経歴証明書
退職後の新しい職場や手続きで必要となる場合、退職証明書・経歴証明書の交付を組織に申請できます。

別紙2:辞表提出後の手続きガイド(会社役員向け)
会社役員が辞任した後の主な手続きを整理しています。

1. 取締役会・株主総会への報告
辞任の事実を取締役会(必要に応じて株主総会)に報告します。会社の機関設計により手続きが異なります。

2. 役員退任登記の申請(辞任日から2週間以内)
会社法第915条により、役員の変更があった場合、変更があった日から2週間以内に法務局への変更登記申請が必要です。怠ると過料(100万円以下・会社法第976条)の対象となります。

役員退任登記の必要書類
· 役員変更登記申請書
· 辞任届(本テンプレート)
· 株主総会議事録又は取締役会議事録(必要に応じて)
· 印鑑証明書(代表取締役交代の場合)
· 法人実印・代表取締役印
· 登録免許税:1万円(資本金1億円超の場合は3万円)

司法書士への依頼
役員退任登記の手続きは複雑なため、司法書士に依頼することが推奨されます。

3. 株主名簿・社内システムの更新
· 株主名簿(該当する場合)
· 社内人事システム
· 名刺・印鑑類の回収

4. 退任時の対外通知
· 取引先への通知(必要に応じて)
· 関係機関への届出
· ホームページ・パンフレット等の役員情報更新

5. 役員退職慰労金の処理
役員退職慰労金は、株主総会決議により支給される場合があります。
· 株主総会決議
· 退職所得としての税務処理
· 源泉徴収
退職慰労金の税務処理は複雑なため、税理士相談を強く推奨します。

6. 在任中の業務引継ぎ
後任の役員又は適切な担当者への業務引継ぎを計画的に進めます。

7. 機密情報の取扱い
役員在任中に取得した機密情報・営業秘密の取扱いは、退任後も会社との関係で守秘義務が継続します。

8. 競業避止義務(該当する場合)
役員契約書・誓約書で競業避止義務が定められている場合は、退任後もその範囲・期間に従ってください。

別紙3:引継ぎチェックリスト(参考)
辞表提出と並行して、後任への業務引継ぎを計画的に進めます。

1. 業務の棚卸し
· 現在担当している業務の一覧化
· 各業務の優先順位・期日の整理
· 進行中案件の進捗状況
· 完了予定業務と継続業務の区分

2. 業務マニュアル・資料の整理
· 業務マニュアルの作成・更新
· 関連資料・データの整理
· アクセス権限の引継ぎ
· システム・ツールの引継ぎ

3. 関係者の引継ぎ
· 社内関係者(部下・同僚・上司・他部署)
· 社外関係者(取引先・顧客・パートナー)
· キーパーソンの情報共有
· 連絡先・コミュニケーション履歴

4. 機密情報・個人情報の取扱い
· 機密情報の安全な引継ぎ
· 個人情報の取扱い
· アクセス権限の削除
· 物理的な書類の処理

5. 退任時の対外コミュニケーション
· 担当者変更通知の準備
· 取引先への挨拶
· 後任者の紹介
· 退任後の連絡可能性(可能な範囲で)

6. 個人的な整理
· 私物の整理
· メールアドレス・ファイルの整理
· 名刺類の整理
· 退職証明書・経歴証明書の請求

印紙税について
本書(辞表)は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、収入印紙は不要です。辞表は一方的な意思表示の書面であり、印紙税法別表第一の課税物件のいずれにも該当しないためです。

電子的な提出も可能(ただし慣行は紙)
本書を電子的に作成・提出する場合も、印紙税はかかりません。ただし、公務員の辞表や重要な役員辞任の場合は、書面+押印(実印が望ましい)が慣行として一般的です。
電子提出は補助手段として活用してください。

「辞表」と関連書類のセット運用
辞表提出のプロセスを円滑に進めるには、本テンプレートと以下の関連書類をセットで整備することを推奨します。
	書類名
	役割

	辞表(本テンプレート)
	辞職・辞任の正式な意思表示

	引継ぎチェックリスト(別紙3)
	業務引継ぎの管理

	業務引継書
	後任者向けの詳細な引継ぎ資料

	担当者変更通知書
	取引先・社外関係者への通知

	役員退任登記申請書類(役員の場合)
	法務局への提出書類

	株主総会・取締役会議事録(役員の場合)
	会社法上の意思決定記録

	退職証明書・経歴証明書
	退職後の新しい職場等で必要

	機密保持誓約書(必要に応じて)
	退職後の守秘義務確認


これらを整備することで、退職・辞任プロセスが円滑に進みます。

重要な相談窓口
· 弁護士:重要な辞任・退職に伴う法的助言・損害賠償の問題
· 社会保険労務士(社労士):労務関連の手続き支援
· 税理士:退職金・退職慰労金等の税務相談
· 司法書士:役員退任登記の申請代行
· 法テラス(日本司法支援センター):電話0570-078374(無料法律相談)
· 公務員の場合:所属組織の人事担当部署・任命権者
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
